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(57)【要約】
【課題】ラジカル硬化型接着剤において、従来よりも低温且つ短時間の接続条件でも十分
な接続信頼性を維持することが可能な接着剤組成物を提供すること。
【解決手段】（ａ）熱可塑性樹脂、（ｂ）ラジカル重合性化合物、（ｃ）ラジカル重合開
始剤、及び（ｄ）分子内に６個以上のチオール基を有するチオール化合物、を含有する接
着剤組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）熱可塑性樹脂、
　（ｂ）ラジカル重合性化合物、
　（ｃ）ラジカル重合開始剤、及び
　（ｄ）分子内に６個以上のチオール基を有するチオール化合物、
を含有する接着剤組成物。
【請求項２】
　前記チオール基の少なくとも１個が１級チオール基である、請求項１に記載の接着剤組
成物。
【請求項３】
　前記チオール化合物の含有量が、前記（ａ）熱可塑性樹脂及び（ｂ）ラジカル重合性化
合物の総量１００質量部に対して、１．５～１６質量部である、請求項１又は２に記載の
接着剤組成物。
【請求項４】
　（ｅ）導電性粒子をさらに含有する、請求項１～３のいずれか一項に記載の接着剤組成
物。
【請求項５】
　異方導電性を有する、請求項４に記載の接着剤組成物。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の接着剤組成物をフィルム状に形成してなる、フィ
ルム状接着剤。
【請求項７】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の接着剤組成物、又は請求項６に記載のフィルム状
接着剤を含有し、
　回路電極を有する回路部材同士を、それぞれの回路部材が有する回路電極同士が電気的
に接続されるように接着するために用いられる回路接続材料。
【請求項８】
　第一の回路基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材と、
　第二の回路基板の主面上に第二の回路電極が形成され、前記第二の回路電極と前記第一
の回路電極とが対向するように配置された第二の回路部材と、
　前記第一の回路部材と前記第二の回路部材との間に設けられ、前記第一の回路部材と前
記第二の回路部材とを電気的に接続する接続部材と、を備え、
　前記接続部材が、請求項１～５のいずれか一項に記載の接着剤組成物の硬化物である、
接続体。
【請求項９】
　前記第一の回路基板又は前記第二の回路基板のうちの一方がフレキシブル基板であり、
他方がガラス基板である、請求項８に記載の接続体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、接着剤組成物及び接続体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体素子又は液晶表示素子において、素子中の種々の部材を結合させる目的で従来か
ら種々の接着剤組成物が回路接続材料として使用されている。この接着剤組成物には、接
着性をはじめとして、耐熱性、高温高湿状態における信頼性等の多様な特性が要求される
。
【０００３】
　接着される被着体は、プリント配線板、ポリイミドフィルム等の有機材料、銅、アルミ
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ニウム等の金属、ＩＴＯ、ＳｉＮ、ＳｉＯ２等の金属化合物のように、種々の材料から形
成された多様な表面を有する。そのため、接着剤組成物は、各被着体に合わせて設計され
る。
【０００４】
　半導体素子又は液晶表示素子用の接着剤組成物として、高接着性且つ高信頼性を示すエ
ポキシ樹脂等の熱硬化性樹脂を含む熱硬化性樹脂組成物が知られている（例えば、特許文
献１参照。）。かかる接着剤組成物は、一般に、エポキシ樹脂、エポキシ樹脂と反応する
フェノール樹脂等の硬化剤、及びエポキシ樹脂と硬化剤との反応を促進する熱潜在性触媒
を含有する。このうち、熱潜在性触媒は、硬化温度及び硬化速度を決定する重要な因子で
ある。そのため、熱潜在性触媒として、室温での貯蔵安定性、及び加熱時の硬化速度の観
点から種々の化合物が用いられている。この接着剤組成物は、一般に１７０～２５０℃の
温度で１～３時間加熱することにより硬化して所望の接着性を発揮する。
【０００５】
　また、アクリレート誘導体又はメタクリレート誘導体と過酸化物とを含む、ラジカル硬
化型接着剤が注目されている（例えば、特許文献２参照。）。ラジカル硬化型接着剤は、
反応活性種であるラジカルが反応性に富むため、短時間硬化の点で有利である。
【０００６】
　また、特許文献３には、チオール化合物が含まれるラジカル硬化型接着剤が開示されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１－１１３４８０号公報
【特許文献２】国際公開第９８／４４０６７号
【特許文献３】国際公開第２００９／０５７３７６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　最近の半導体素子の高集積化及び液晶素子の高精細化に伴い、素子間及び配線間ピッチ
が狭小化しており、回路接続のための硬化時の加熱が、周辺部材に悪影響を及ぼす可能性
が高くなってきている。
【０００９】
　さらに、低コスト化のためには、スループットを向上させる必要性があり、より低温且
つ短時間で硬化する接着剤組成物、換言すれば、「低温速硬化」の接着剤組成物の開発が
要求されている。
【００１０】
　接着剤組成物の低温速硬化を達成するために、例えば、上記熱硬化性樹脂組成物におい
て、活性化エネルギーの低い熱潜在性触媒が使用されることもあるが、この場合、室温付
近での貯蔵安定性を維持することが非常に難しい。
【００１１】
　これに対しラジカル硬化型接着剤は、比較的容易に低温速硬化を達成することができる
。しかし、ラジカル硬化型接着剤をもってしても、従来よりもさらなる低温短時間条件（
例えば、１３０℃で５秒間の硬化条件等）では十分な硬化反応が認められない。この場合
の対策として、ラジカル重合開始剤の含有量を増やすことも考えられるが、室温付近での
貯蔵安定性を維持することが難しいという問題が生じる。
【００１２】
　特許文献３のラジカル硬化型接着剤は、接着剤組成物にチオール化合物を有することで
、当該組成物中においてラジカル活性種が効率的に反応し、従来よりも比較的低温短時間
条件で十分な特性が得られることが開示されている。しかし、さらなる低温短時間条件で
の反応においても、特に十分な接続信頼性を獲得し得る接着剤組成物がなお必要とされる
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。
【００１３】
　本発明は、上記従来技術の有する課題に鑑みてなされたものであり、ラジカル硬化型接
着剤において、従来よりも低温且つ短時間の接続条件でも十分な接続信頼性を維持するこ
とが可能な接着剤組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明は、（ａ）熱可塑性樹脂、（ｂ）ラジカル重合性化合物、（ｃ）ラジカル重合開
始剤、及び（ｄ）分子内に６個以上のチオール基を有するチオール化合物、を含有する接
着剤組成物に関する。このような構成の接着剤組成物によれば、従来よりも低温短時間の
接続条件でも十分な接続信頼性を維持することが可能である。
【００１５】
　チオール基の少なくとも１個が１級チオール基であることが好ましい。このようなチオ
ール化合物を含有する接着剤組成物は、特に低温短時間接続時に良好な接続信頼性が得ら
れる傾向がある。
【００１６】
　チオール化合物の含有量は、（ａ）熱可塑性樹脂及び（ｂ）ラジカル重合性化合物の総
量１００質量部に対して、１．５～１６質量部であることが好ましい。チオール化合物の
含有量を上記の範囲とすることにより、上述した効果がより大きくなる。
【００１７】
　本発明の接着剤組成物は、（ｅ）導電性粒子をさらに含有していてもよい。導電性粒子
をさらに含有することにより、接着剤組成物に導電性又は異方導電性を付与することがで
きるため、接着剤組成物を回路接続材料としてより好適に使用することができる。また、
当該接着剤組成物を介して電気的に接続した回路電極間の接続抵抗を、より容易に低減す
ることができる。
【００１８】
　本発明はまた、第一の回路基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材
と、第二の回路基板の主面上に第二の回路電極が形成され、第二の回路電極と第一の回路
電極とが対向するように配置された第二の回路部材と、第一の回路部材と第二の回路部材
との間に設けられ、第一の回路部材と第二の回路部材とを電気的に接続する接続部材と、
を備え、当該接続部材が、本発明の接着剤組成物の硬化物である、接続体を提供する。ま
た、ここで、上記第一の回路基板又は上記第二の回路基板のうちの一方がフレキシブル基
板であり、他方がガラス基板であることが好ましい。
【００１９】
　本発明に係る接続体は、第一の回路部材と第二の回路部材とを電気的に接続する接続部
材が、上記本発明の接着剤組成物の硬化物により構成されているため、従来よりも低温且
つ短時間の接続時においても十分な接続信頼性を有する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、ラジカル硬化型接着剤において、従来よりも低温且つ短時間の接続条
件でも十分な接続信頼性を維持することが可能な接着剤組成物及びこの接着剤組成物を用
いた接続体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本実施形態に係る接着剤組成物からなるフィルム状接着剤の一実施形態を示す模
式断面図である。
【図２】本実施形態に係る接着剤組成物の硬化物からなる接続部材を備える接続体の一実
施形態を示す模式断面図である。
【図３】本実施形態に係る接着剤組成物により接続体を製造する一実施形態を概略断面図
により示す工程図である。
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【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、場合により図面を参照しつつ、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する
。ただし、本発明は以下の実施形態に限定されない。図面中、同一又は相当部分には同一
符号を付し、重複する説明は適宜省略する。また、本明細書において、（メタ）アクリル
酸はアクリル酸又はそれに対応するメタクリル酸を意味する。（メタ）アクリレート等の
他の類似表現についても同様である。
【００２３】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、（ａ）熱可塑性樹脂、（ｂ）ラジカル重合性化合物
、（ｃ）ラジカル重合開始剤、及び（ｄ）分子内に６個以上のチオール基を有するチオー
ル化合物、を含有する。
【００２４】
　上記（ａ）熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリイミド樹脂、ポリアミド樹脂、フェノ
キシ樹脂、ポリ（メタ）アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエス
テルウレタン樹脂及びポリビニルブチラール樹脂から選ばれる１種又は２種以上の樹脂が
挙げられる。
【００２５】
　熱可塑性樹脂の重量平均分子量は、５０００～４０００００が好ましく、５０００～２
０００００がより好ましく、１００００～１５００００が特に好ましい。熱可塑性樹脂の
重量平均分子量が５０００以上であると、接着剤組成物の接着力が向上する傾向がある。
また、熱可塑性樹脂の重量平均分子量が４０００００以下であれば、他の成分との良好な
相溶性が得られやすい傾向があり、接着剤の流動性が得られやすい傾向がある。
【００２６】
　熱可塑性樹脂として、応力緩和及び接着性向上を目的として、ゴム成分を用いることも
できる。ゴム成分は、例えば、アクリルゴム、ポリイソプレン、ポリブタジエン、カルボ
キシル基末端ポリブタジエン、水酸基末端ポリブタジエン、１，２－ポリブタジエン、カ
ルボキシル基末端１，２－ポリブタジエン、水酸基末端１，２－ポリブタジエン、スチレ
ン－ブタジエンゴム、水酸基末端スチレン－ブタジエンゴム、カルボキシル化ニトリルゴ
ム、水酸基末端ポリ（オキシプロピレン）、アルコキシシリル基末端ポリ（オキシプロピ
レン）、ポリ（オキシテトラメチレン）グリコール、ポリオレフィングリコール及びポリ
－ε－カプロラクトンが挙げられる。ゴム成分は、接着性向上の観点から、高極性基であ
るシアノ基又はカルボキシル基を側鎖基又は末端基として有することが好ましい。これら
のゴム成分は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２７】
　熱可塑性樹脂の含有量は、（ａ）成分及び（ｂ）成分の総量１００質量部に対して、２
０～８０質量部であることが好ましく、３０～７０質量部であることがより好ましく、３
５～６５質量部であることがさらに好ましい。熱可塑性樹脂の含有量が２０質量部以上で
あると、接着力が向上したり、接着剤組成物のフィルム形成性が向上したりする傾向があ
り、８０質量部以下であれば、接着剤の流動性が得られやすい傾向がある。
【００２８】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、（ｂ）ラジカル重合性化合物として任意のものを含
んでいてもよい。当該ラジカル重合性化合物は、例えば後述する化合物のモノマー及びオ
リゴマーのいずれであってもよいし、両者を併用したものであってもよい。
【００２９】
　上記化合物としては、２つ以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する１種又は２種
以上の多官能の（メタ）アクリレート化合物が好ましい。このような（メタ）アクリレー
ト化合物は、例えば、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート、
ポリエーテル（メタ）アクリレート、ポリエステル（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート
等のポリアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）ア
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クリレート、ジシクロペンテニロキシエチル（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコ
ールジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、イ
ソシアヌル酸変性２官能（メタ）アクリレート、イソシアヌル酸変性３官能（メタ）アク
リレートが挙げられる。上記エポキシ（メタ）アクリレートとしては、例えば、ビスフェ
ノールフルオレンジグリシジルエーテルの２つのグリシジル基に（メタ）アクリル酸を付
加させたエポキシ（メタ）アクリレート、ビスフェノールフルオレンジグリシジルエーテ
ルの２つのグリシジル基にエチレングリコール及び／又はプロピレングリコールを付加さ
せた化合物に（メタ）アクリロイルオキシ基を導入した化合物が挙げられる。
【００３０】
　また、接着剤組成物は、流動性の調節等を目的として、（ｂ）ラジカル重合性化合物と
して、単官能（メタ）アクリレート化合物を含んでいてもよい。単官能（メタ）アクリレ
ート化合物は、例えば、ペンタエリスリトール（メタ）アクリレート、２－シアノエチル
（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メ
タ）アクリレート、ジシクロペンテニロキシエチル（メタ）アクリレート、２－（２－エ
トキシエトキシ）エチル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレー
ト、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、
イソボルニル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、イソオクチル（
メタ）アクリレート、ｎ－ラウリル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチル（メタ）
アクリレート、２－フェノキシエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリール
（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイロキシエチルホスフェート、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）ア
クリレート、複数のグリシジル基を有するエポキシ樹脂のグリシジル基の一つを（メタ）
アクリル酸を反応させることで得られるグリシジル基含有（メタ）アクリレート及び（メ
タ）アクリロイルモルホリンが挙げられる。これらの化合物は、１種を単独で使用しても
よいし、２種以上を組み合わせてもよい。
【００３１】
　さらに、接着剤組成物は、橋架け率の向上等を目的として、（ｂ）ラジカル重合性化合
物として、アリル基、マレイミド基、ビニル基等のラジカル重合性の官能基を有する化合
物を含んでいてもよい。そのような化合物は、例えば、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビ
ニルピリジン、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－ビニルカプロラク
タム、４，４’－ビニリデンビス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン）、Ｎ－ビニルアセトアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド及びＮ，Ｎ－ジ
エチルアクリルアミドが挙げられる。
【００３２】
　接着剤組成物は、接着力の向上を目的として、（ｂ）ラジカル重合性化合物として、リ
ン酸基を有するラジカル重合性化合物を含有することが好ましい。リン酸基を有するラジ
カル重合性化合物は、例えば、下記式（１）、（２）又は（３）で表される化合物から選
ばれる。
【００３３】
【化１】

　式（１）中、Ｒ５は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ６は（メタ）アクリロイルオキシ
基を示し、ｗ及びｘはそれぞれ独立に１～８の整数を示す。なお、同一分子中の複数のＲ
５、Ｒ６、ｗ及びｘは、それぞれ同一でも異なっていてもよい。
【００３４】
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【化２】

　式（２）中、Ｒ７は（メタ）アクリロイルオキシ基を示し、ｙ及びｚはそれぞれ独立に
１～８の整数を示す。同一分子中の複数のＲ７、ｙ及びｚは、それぞれ同一でも異なって
いてもよい。
【００３５】

【化３】

　式（３）中、Ｒ８は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ９は（メタ）アクリロイルオキシ
基を示し、ｂ及びｃはそれぞれ独立に１～８の整数を示す。同一分子中の複数のＲ８及び
ｂは同一でも異なっていてもよい。
【００３６】
　リン酸基を有するラジカル重合性化合物は、例えば、アシッドホスホオキシエチル（メ
タ）アクリレート、アシッドホスホオキシプロピル（メタ）アクリレート、アシッドホス
ホオキシポリオキシエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、アシッドホスホオキ
シポリオキシプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、２，２’－ジ（メタ）ア
クリロイロキシジエチルホスフェート、ＥＯ（エチレンオキサイド）変性リン酸ジ（メタ
）アクリレート、リン酸変性エポキシ（メタ）アクリレート及びリン酸ビニルが挙げられ
る。
【００３７】
　リン酸基を有するラジカル重合性化合物の含有量は、（ａ）成分及び（ｂ）成分の総量
１００質量部に対して、０．１～１５質量部であることが好ましく、０．５～１０質量部
であることがより好ましい。リン酸基を有するラジカル重合性化合物の含有量が０．１質
量部以上であれば、高い接着強度が得られやすい傾向があり、１５質量部以下であると、
硬化後の接着剤組成物の物性低下が生じにくく、信頼性向上の効果が良好となる。
【００３８】
　接着剤組成物に含まれる（ｂ）ラジカル重合性化合物の総含有量は、（ａ）成分及び（
ｂ）成分の総量１００質量部に対して、２０～８０質量部であることが好ましく、３０～
７０質量部であることがより好ましく、３５～６５質量部であることがさらに好ましい。
この総含有量が２０質量部以上であれば、耐熱性が向上する傾向があり、８０質量部以下
であると、高温高湿環境に放置後の剥離抑制の効果が大きくなる傾向がある。
【００３９】
　（ｃ）ラジカル重合開始剤は、過酸化物及びアゾ化合物等の化合物から任意に選択する
ことができる。安定性、反応性及び相溶性の観点から、１分間半減期温度が９０～１７５
℃で、且つ分子量が１８０～１０００の過酸化物が好ましい。「１分間半減期温度」とは
、過酸化物の半減期が１分である温度をいう。「半減期」とは、所定の温度において化合
物の濃度が初期値の半分に減少するまでの時間をいう。
【００４０】
　ラジカル重合開始剤は、例えば、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシネオ
デカノエート、ジ（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキシジカーボネート、ジ（２
－エチルヘキシル）パーオキシジカーボネート、クミルパーオキシネオデカノエート、１
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サイド、１－シクロヘキシル－１－メチルエチルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ヘキ
シルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ブチル
パーオキシピバレート、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘ
キサノエート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（２－エチルヘキサノイルパーオキシ）ヘ
キサン、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシ－
２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシネオヘプタノエート、ｔ－アミルパー
オキシ－２－エチルヘキサノエート、ジ－ｔ－ブチルパーオキシヘキサヒドロテレフタレ
ート、ｔ－アミルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノエート、３－ヒドロキシ
－１，１－ジメチルブチルパーオキシネオデカノエート、１，１，３，３－テトラメチル
ブチルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－アミルパーオキシネオデカノエート
、ｔ－アミルパーオキシ－２－エチルヘキサノエート、３－メチルベンゾイルパーオキサ
イド、４－メチルベンゾイルパーオキサイド、ジ（３－メチルベンゾイル）パーオキサイ
ド、ジベンゾイルパーオキサイド、ジ（４－メチルベンゾイル）パーオキサイド、２，２
’－アゾビス－２，４－ジメチルバレロニトリル、１，１’－アゾビス（１－アセトキシ
－１－フェニルエタン）、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス
（２－メチルブチロニトリル）、ジメチル－２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、４
，４’－アゾビス（４－シアノバレリン酸）、１，１’－アゾビス（１－シクロヘキサン
カルボニトリル）、ｔ－ヘキシルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチル
パーオキシマレイン酸、ｔ－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノエート
、ｔ－ブチルパーオキシラウレート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（３－メチルベンゾ
イルパーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘキシルモノカーボネー
ト、ｔ－ヘキシルパーオキシベンゾエート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイル
パーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ジブチルパーオキシトリメ
チルアジペート、ｔ－アミルパーオキシノルマルオクトエート、ｔ－アミルパーオキシイ
ソノナノエート及びｔ－アミルパーオキシベンゾエートから選ばれる１以上の化合物であ
る。
【００４１】
　回路部材の接続端子（回路電極）の腐食を抑えるために、ラジカル重合開始剤中に含有
される塩素イオン又は有機酸の量は５０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、さらに、
分解後に発生する有機酸が少ないものがより好ましい。また、作製した接着剤組成物の安
定性が向上することから、室温、常圧下で２４時間の開放放置後に２０質量％以上の質量
保持率を有するラジカル重合開始剤が好ましい。
【００４２】
　ラジカル重合開始剤の含有量は、（ａ）成分及び（ｂ）成分の総量１００質量部に対し
て、１～１５質量部であることが好ましく、２．５～１０質量部であることがより好まし
い。
【００４３】
　（ｄ）チオール化合物は、分子内に６個以上のチオール基を有する化合物である。（ｄ
）チオール化合物は、分子内に（メタ）アクリロイル基を有さないことが好ましい。この
ようなチオール化合物としては、例えば、複数のペンタエリスリトール骨格がエーテル結
合を介して形成される化合物が好ましく挙げられる。ここで、「ペンタエリスリトール骨
格」とは、下記式（４）に示す部分構造を表す。
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【化４】

【００４４】
　特に、上記チオール基の少なくとも１個が１級チオール基であることが好ましく、すべ
てのチオール基が１級チオール基であることがより好ましい。これら１級チオール基を有
するチオール化合物を用いることにより、低温短時間接続時に良好な接続信頼性を有する
接着剤組成物が得られる傾向がある。
【００４５】
　チオール化合物として、例えば、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプト
プロピオネート）、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトブチレート）等
が挙げられる（下記式（５）及び（６）を参照。）。
【化５】

　式（５）中、アスタリスク＊は置換基Ｒの結合点を示す。
【化６】

　式（６）中、アスタリスク＊は置換基Ｒの結合点を示す。
【００４６】
　チオール化合物の分子量は特に制限されないが、好ましくは４００～５０００、より好
ましくは６００～２５００である。分子量が４００以上であれば、フィルム状接着剤とし
て用いる場合に乾燥工程での揮発を抑制することができる。また、分子量が５０００以下
であると、他の成分との相溶性が得られやすくなる傾向があり、また接着剤の流動性が向
上する傾向がある。
【００４７】
　チオール化合物におけるチオール基の数は２０個以下であることが好ましく、１６個以
下であることがより好ましい。チオール基の数が２０個以下であると、他の成分との相溶
性が得られやすい傾向があり、また、接着剤の流動性が向上する傾向がある。
【００４８】
　チオール化合物の含有量は、（ａ）成分及び（ｂ）成分の総量１００質量部に対して、
１．５～１６質量部であることが好ましく、２．５～１２．５質量部であることがより好
ましく、３．５～１０質量部であることが特に好ましい。チオール化合物の含有量が１．
５質量部以上であれば、本発明の効果が得られやすくなる傾向があり、１６質量部以下で
あれば、接着信頼性が向上する傾向がある。
【００４９】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、シランカップリング剤を含有していてもよい。シラ
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ンカップリング剤は、好ましくは、下記式（７）で表される化合物である。
【化７】

　式（７）中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～５のアルキ
ル基、炭素数１～５のアルコキシ基、炭素数１～５のアルコキシカルボニル基又はアリー
ル基を示す。Ｒ１、Ｒ２及びＲ３のうち少なくとも１つはアルコキシ基である。Ｒ４は（
メタ）アクリロイル基、ビニル基、イソシアナート基、イミダゾール基、メルカプト基、
アミノ基、メチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ベンジルアミノ基、フェニルアミノ基、
シクロヘキシルアミノ基、モルホリノ基、ピペラジノ基、ウレイド基又はグリシジル基を
示す。ａは１～１０の整数を示す。
【００５０】
　式（７）のシランカップリング剤は、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリ
エトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロ
ピルメチルジエトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラ
ン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシ
プロピルメチルジエトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラ
ン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－フェ
ニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシラ
ン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン及び３－イソシアネートプロピルトリエ
トキシシランが挙げられる。
【００５１】
　シランカップリング剤の含有量は、（ａ）成分及び（ｂ）成分の総量１００質量部に対
して、０．１～１０質量部であることが好ましく、０．２５～５質量部であることがより
好ましい。シランカップリング剤の含有量が０．１質量部以上であれば、回路部材と回路
接続材料の界面の剥離気泡発生を抑制する効果がより大きくなる傾向があり、シランカッ
プリング剤の含有量が１０質量部以下であると、接着剤組成物のポットライフが長くなる
傾向がある。
【００５２】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、導電性粒子をさらに含有していてもよい。導電性粒
子を含有する接着剤組成物は、異方導電性接着剤として特に好適に用いることができる。
【００５３】
　導電性粒子は、例えば、Ａｕ、Ａｇ、Ｐｄ、Ｎｉ、Ｃｕ、はんだ等の金属粒子、カーボ
ン粒子などが挙げられる。また、導電性粒子は、ガラス、セラミック、プラスチック等の
非導電性材料からなる核体粒子と、該核体粒子を被覆する金属、金属粒子、カーボン等の
導電層と、を有する複合粒子であってもよい。金属粒子は、銅粒子及び銅粒子を被覆する
銀層を有する粒子であってもよい。複合粒子の核体粒子は、好ましくはプラスチック粒子
である。
【００５４】
　上記プラスチック粒子を核体粒子とする複合粒子は、加熱及び加圧によって変形する変
形性を有するので、回路部材同士を接着する際に、該回路部材が有する回路電極と導電性
粒子との接触面積を増加させることができる。そのため、これらの複合粒子を導電性粒子
として含有する接着剤組成物によれば、接続信頼性の点でより一層優れる接続体が得られ
る。
【００５５】
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　上記導電性粒子と、その表面の少なくとも一部を被覆する絶縁層又は絶縁性粒子とを有
する絶縁被覆導電性粒子を、接着剤組成物が含有していてもよい。絶縁層は、ハイブリダ
イゼーション等の方法により設けることができる。絶縁層又は絶縁性粒子は、高分子樹脂
等の絶縁性材料から形成される。このような絶縁被覆導電性粒子を用いることで、隣接す
る導電性粒子同士による短絡が生じにくくなる。
【００５６】
　導電性粒子の平均粒径は、良好な分散性及び導電性を得る観点から、１～１８μｍであ
ることが好ましい。
【００５７】
　導電性粒子の含有量は、接着剤組成物の全体積を基準として、０．１～３０体積％であ
ることが好ましく、０．１～１０体積％であることがより好ましく、０．５～７．５体積
％であることがさらに好ましい。導電性粒子の含有量が０．１体積％以上であれば、導電
性が向上する傾向がある。導電性粒子の含有量が３０体積％以下であれば、回路電極間の
短絡が生じにくくなるという傾向がある。導電性粒子の含有量（体積％）は、硬化前の接
着剤組成物を構成する各成分の２３℃での体積に基づいて決定される。各成分の体積は、
比重を利用して質量を体積に換算することで求めることができる。体積を測定しようとす
る成分を溶解したり膨潤させたりせず、その成分をよくぬらすことができる適当な溶媒（
水、アルコール等）をメスシリンダー等に入れ、そこへ測定対象の成分を導入して増加し
た体積をその成分の体積として求めることもできる。
【００５８】
　接着剤組成物は、導電性粒子の他に、絶縁性の有機又は無機微粒子を含有していてもよ
い。無機微粒子は、例えば、シリカ微粒子、アルミナ微粒子、シリカ－アルミナ微粒子、
チタニア微粒子、ジルコニア微粒子等の金属酸化物微粒子の他、窒化物微粒子などが挙げ
られる。有機微粒子は、例えば、シリコーン微粒子、メタクリレート－ブタジエン－スチ
レン微粒子、アクリル－シリコーン微粒子、ポリアミド微粒子、ポリイミド微粒子などが
挙げられる。これらの微粒子は、均一な構造を有していてもよいし、コア－シェル型構造
を有していてもよい。
【００５９】
　有機微粒子及び無機微粒子の含有量は、（ａ）成分及び（ｂ）成分の総量１００質量部
に対して、５～３０質量部であることが好ましく、７．５～２０質量部であることがより
好ましい。有機微粒子及び無機微粒子の含有量が５質量部以上であれば、相対する電極間
の電気的接続を維持することが比較的容易になる傾向があり、３０質量部以下であれば、
接着剤組成物の流動性が向上する傾向がある。
【００６０】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、常温（２５℃）で液状である場合は、ペースト状接
着剤として使用することができる。接着剤組成物が常温で固体である場合には、加熱して
使用してもよいし、溶剤を加えることによりペースト化して使用してもよい。ペースト化
のために使用する溶剤は、接着剤組成物（添加剤も含む。）との反応性を実質的に有さず
、且つ接着剤組成物を十分に溶解可能なものであれば特に制限されない。
【００６１】
　本実施形態に係る接着剤組成物は、フィルム状に成形して、フィルム状接着剤として用
いることもできる。フィルム状接着剤は、例えば、接着剤組成物に必要に応じて溶剤等を
加えるなどして得られた溶液を、フッ素樹脂フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィ
ルム、離型紙等の剥離性支持体上に塗布し、溶剤等を除去する方法により得ることができ
る。フィルム状接着剤は、取扱い等の点から一層便利である。
【００６２】
　図１は、本実施形態に係る接着剤組成物からなるフィルム状接着剤の一実施形態を示す
模式断面図である。図１に示す積層フィルム１００は、支持体８と、支持体８上に剥離可
能に積層されたフィルム状接着剤４０とを備える。フィルム状接着剤４０は、絶縁性接着
剤層５と、絶縁性接着剤層５中に分散した導電性粒子７とから構成される。絶縁性接着剤
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層５は、上述の接着剤組成物のうち導電性粒子以外の成分から構成される。このフィルム
状接着剤によれば、取り扱いが容易であり、被着体へ容易に設置することができ、接続作
業を容易に行うことができる。フィルム状接着剤は、２種以上の層からなる多層構成を有
していてもよい。フィルム状接着剤が導電性粒子を含有する場合、フィルム状接着剤を異
方導電性フィルムとして好適に用いることができる。
【００６３】
　本実施形態に係る接着剤組成物及びフィルム状接着剤によれば、通常、加熱及び加圧を
併用して被着体同士を接着させることができる。加熱温度は、好ましくは１００～２５０
℃である。圧力は、被着体に損傷を与えない範囲であれば特に制限されないが、一般的に
は０．１～１０ＭＰａであることが好ましい。これらの加熱及び加圧は、０．５～１２０
秒間の範囲で行うことが好ましい。本実施形態に係る接着剤組成物及びフィルム状接着剤
によれば、例えば、１３０～２００℃、１ＭＰａ程度の条件にて、５秒間の短時間の加熱
及び加圧でも被着体同士を十分に接着させることが可能である。
【００６４】
　本実施形態に係る接着剤組成物及びフィルム状接着剤は、熱膨張係数の異なる異種の被
着体の接着剤として使用することができる。具体的には、異方導電接着剤の他、銀ペース
ト、銀フィルム等の回路接続材料、ＣＳＰ用エラストマー、ＣＳＰ用アンダーフィル材、
ＬＯＣテープ等の半導体素子接着材料として使用することができる。
【００６５】
　以下、本実施形態に係るフィルム状接着剤を異方導電性フィルムとして使用して、回路
基板及び回路基板の主面上に形成された回路電極を有する回路部材同士を被着体として接
続し、接続体を製造する一例について説明する。
【００６６】
　図２は、本実施形態に係る接着剤組成物の硬化物からなる接続部材を備える接続体の一
実施形態を示す模式断面図である。図２に示す接続体１は、対向配置された第一の回路部
材２０及び第二の回路部材３０を備えている。第一の回路部材２０と第二の回路部材３０
との間には、これらを接着及び接続する接続部材１０が設けられている。
【００６７】
　第一の回路部材２０は、第一の回路基板２１と、第一の回路基板２１の主面２１ａ上に
形成された第一の回路電極２２とを備える。第一の回路基板２１の主面２１ａ上には、絶
縁層が形成されていてもよい。
【００６８】
　第二の回路部材３０は、第二の回路基板３１と、第二の回路基板３１の主面３１ａ上に
形成された第二の回路電極３２とを備える。第二の回路基板３１の主面３１ａ上にも、絶
縁層が形成されていてもよい。
【００６９】
　第一の回路部材２０及び第二の回路部材３０は、電気的接続を必要とする回路電極を有
するものであれば特に制限はない。第一の回路基板２１及び第二の回路基板３１は、例え
ば、半導体、ガラス、セラミック等の無機材料の基板、ポリイミド、ポリカーボネート等
の有機材料の基板、ガラス／エポキシ等の無機物と有機物とを含む基板が挙げられる。第
一の回路基板２１がガラス基板であり、第二の回路基板３１がフレキシブル基板（好まし
くは、ポリイミドフィルム等の樹脂フィルム）であってもよい。
【００７０】
　接続される回路部材の具体例としては、液晶ディスプレイに用いられている、ＩＴＯ（
ｉｎｄｉｕｍ　ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）膜等の電極が形成されているガラス又はプラスチッ
ク基板、プリント配線板、セラミック配線板、フレキシブル配線板、半導体シリコンチッ
プ等が挙げられる。これらは必要に応じて組み合わせて使用される。このように、本実施
形態に係る接着剤組成物によれば、プリント配線板及びポリイミドフィルム等の有機材料
から形成された表面を有する部材の他、銅、アルミニウム等の金属、ＩＴＯ、窒化ケイ素
（ＳｉＮｘ）、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）などの無機材料から形成された表面を有する部



(13) JP 2015-98575 A 2015.5.28

10

20

30

40

50

材のように、多種多様な表面状態を有する回路部材を接着するために用いることができる
。
【００７１】
　例えば、一方の回路部材が、フィンガー電極、バスパー電極等の電極を有する太陽電池
セルであり、他方の回路部材がタブ線であるとき、これらを接続して得られる接続体は、
太陽電池セル、タブ線及びこれらを接着する接続部材（接着剤組成物の硬化物）を備える
太陽電池モジュールである。
【００７２】
　接続部材１０は、本実施形態に係る接着剤組成物の硬化物からなる。接続部材１０は、
絶縁層１１及び絶縁層１１中に分散した導電性粒子７を含有している。導電性粒子７は、
対向する第一の回路電極２２と第二の回路電極３２との間のみならず、主面２１ａ、３１
ａの間にも配置されている。第一の回路電極２２及び第二の回路電極３２は、導電性粒子
７を介して電気的に接続されているため、第一の回路電極２２及び第二の回路電極３２間
の接続抵抗が十分に低減される。したがって、第一の回路電極２２及び第二の回路電極３
２間の電流の流れを円滑にすることができ、回路の持つ機能を十分に発揮することができ
る。接続部材が導電性粒子を含有していない場合には、第一の回路電極２２と第二の回路
電極３２とが接触することで、電気的に接続される。
【００７３】
　接続部材１０が本実施形態に係る接着剤組成物の硬化物によって形成されていることか
ら、第一の回路部材２０及び第二の回路部材３０に対する接続部材１０の接着強度は十分
に高い。そのため、信頼性試験（高温高湿試験）後においても接着強度の低下及び接続抵
抗の増大を十分に抑制することができる。
【００７４】
　接続体１は、例えば、回路電極を有し対向配置された一対の回路部材を、接着剤組成物
からなるフィルム状接着剤を間に挟んで配置する工程と、一対の回路部材及びフィルム状
接着剤を、フィルム状接着剤の厚み方向に加圧しながら加熱して硬化することにより、一
対の回路部材を接着剤組成物の硬化物を介して接着する工程（本接続工程）と、を備える
方法により、製造することができる。
【００７５】
　図３は、本実施形態に係る接着剤組成物により接続体を製造する一実施形態を概略断面
図により示す工程図である。図３の（ａ）に示されるように、フィルム状接着剤４０が、
第一の回路部材２０の第一の回路電極２２側の主面上に載せられる。フィルム状接着剤４
０が上述の支持体上に設けられている場合、フィルム状接着剤４０が第一の回路部材２０
側に位置する向きで、フィルム状接着剤及び支持体の積層体が回路部材に載せられる。フ
ィルム状接着剤４０は、フィルム状であることから取り扱いが容易である。このため、第
一の回路部材２０と第二の回路部材３０との間にフィルム状接着剤４０を容易に介在させ
ることができ、第一の回路部材２０と第二の回路部材３０との接続作業を容易に行うこと
ができる。
【００７６】
　フィルム状接着剤４０は、フィルム状に形成された上述の接着剤組成物（回路接続材料
）であり、導電性粒子７及び絶縁性接着剤層５を有する。接着剤組成物は、導電性粒子を
含有しない場合も、異方導電性接続のために回路接続材料として使用できる。導電性粒子
を含有しない回路接続材料は、ＮＣＦ（Ｎｏｎ－Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ－ＦＩＬＭ）又は
ＮＣＰ（Ｎｏｎ－Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ－Ｐａｓｔｅ）と呼ばれることもある。接着剤組
成物が導電性粒子を有する場合、これを用いた回路接続材料は、ＡＣＦ（Ａｎｉｓｏｔｒ
ｏｐｉｃ　Ｃｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　ＦＩＬＭ）又はＡＣＰ（Ａｎｉｓｏｔｒｏｐｉｃ　Ｃ
ｏｎｄｕｃｔｉｖｅ　Ｐａｓｔｅ）と呼ばれることもある。
【００７７】
　フィルム状接着剤４０の厚さは、１０～５０μｍであることが好ましい。フィルム状接
着剤４０の厚さが１０μｍ以上であれば、第一の回路電極２２及び第二の回路電極３２間
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下であれば、第一の回路電極２２及び第二の回路電極３２間の接着剤組成物を十分に排除
しきることができ、第一の回路電極２２及び第二の回路電極３２間の導通を容易に確保す
ることができる。
【００７８】
　フィルム状接着剤４０の厚み方向に、図３の（ａ）に示されるように圧力Ａ、Ｂを加え
ることにより、フィルム状接着剤４０が第一の回路部材２０に仮接続される（図３の（ｂ
）を参照。）。このとき、加熱しながら加圧してもよい。ただし、加熱温度はフィルム状
接着剤４０中の接着剤組成物が硬化しない温度、すなわちラジカル重合開始剤がラジカル
を急激に発生する温度よりも十分に低い温度に設定される。
【００７９】
　続いて、図３の（ｃ）に示されるように、第二の回路部材３０を、第二の回路電極が第
一の回路部材２０側に位置する向きでフィルム状接着剤４０上に載せる。フィルム状接着
剤４０が支持体上に設けられている場合は、支持体を剥離してから第二の回路部材３０を
フィルム状接着剤４０上に載せる。
【００８０】
　その後、フィルム状接着剤４０を、その厚み方向に圧力Ａ、Ｂを加えながら、加熱する
。このときの加熱温度は、ラジカル重合開始剤がラジカルを十分に発生する温度に設定さ
れる。これにより、ラジカル重合開始剤からラジカルが発生し、ラジカル重合性化合物の
重合が開始される。本接続により、図２に示す接続体が得られる。フィルム状接着剤４０
を加熱することにより、第一の回路電極２２と第二の回路電極３２との間の距離を十分に
小さくした状態で絶縁性接着剤が硬化して絶縁層１１を形成する。その結果、第一の回路
部材２０と第二の回路部材３０とが、絶縁層１１を含む接続部材１０を介して強固に接続
される。
【００８１】
　本接続は、加熱温度が１００～２５０℃、圧力が０．１～１０ＭＰａ、加圧時間が０．
５～１２０秒の条件で行われることが好ましい。これらの条件は、使用する用途、接着剤
組成物、回路部材によって適宜選択される。本実施形態に係る接着剤組成物によれば、１
３０℃以下のような低温条件でも、十分な信頼性を有する接続体を得ることができる。本
接続後、必要に応じて、後硬化を行ってもよい。
【実施例】
【００８２】
　以下、実施例及び比較例を挙げて、本発明についてより具体的に説明する。ただし、本
発明は以下の実施例に限定されるものではない。
【００８３】
＜ポリウレタン樹脂の合成＞
　還流冷却器、温度計及び撹拌機を備えたセパラブルフラスコに、エーテル結合を有する
ジオールであるポリプロピレングリコール（Ｍｎ＝２０００）１０００質量部及び溶媒と
してのメチルエチルケトン４０００質量部を加え、４０℃で３０分間撹拌した。溶液を７
０℃まで昇温した後、触媒としてのジメチル錫ラウレート１２．７ｍｇを加えた。次いで
、この溶液に対して、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート１２５質量部をメチ
ルエチルケトン１２５質量部に溶解して調製した溶液を、１時間かけて滴下した。その後
、赤外分光光度計でＮＣＯの吸収ピークが見られなくなるまでこの温度で撹拌を続けて、
ポリウレタン樹脂のメチルエチルケトン溶液を得た。この溶液の固形分濃度（ポリウレタ
ン樹脂の濃度）が３０質量％となるように調整した。得られたポリウレタン樹脂の重量平
均分子量は、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィー）による測定の結果、３
２００００（標準ポリスチレン換算値）であった。以下にＧＰＣの分析条件を表１に示す
。
【００８４】
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【表１】

【００８５】
＜ウレタンアクリレートの合成＞
　温度計、撹拌機、不活性ガス導入口、及び還流冷却器を装着した２リットルの四つ口フ
ラスコに、ポリカーボネートジオール（アルドリッチ社製、数平均分子量２０００）４０
００質量部と、２－ヒドロキシエチルアクリレート２３８質量部と、ハイドロキノンモノ
メチルエーテル０．４９質量部と、錫系触媒４．９質量部とを仕込んで反応液を調製した
。７０℃に加熱した反応液に対して、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）６６６質
量部を３時間かけて均一に滴下し、反応させた。滴下完了後、１５時間反応を継続し、電
位差自動滴定装置（商品名ＡＴ－５１０、京都電子工業株式会社製）にてＮＣＯ含有量が
０．２質量％以下となったことを確認した時点で反応を終了し、ウレタンアクリレートを
得た。ＧＰＣによる分析の結果、ウレタンアクリレートの重量平均分子量は８５００（標
準ポリスチレン換算値）であった。なお、ＧＰＣによる分析は前述のポリウレタン樹脂の
重量平均分子量の分析と同様の条件で行った。
【００８６】
＜導電性粒子の作製＞
　ポリスチレン粒子の表面に、厚さ０．２μｍのニッケル層を形成し、さらにこのニッケ
ル層の外側に、厚さ０．０４μｍの金層を形成させた。こうして平均粒径４μｍの導電性
粒子を作製した。
【００８７】
＜フィルム状接着剤の作製＞
　表２に示す原料を、表２に示す質量比で混合した。そこに上記導電性粒子を１．５体積
％の割合で分散させて、フィルム状接着剤を形成するための塗工液を得た。この塗工液を
厚み５０μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルムに塗工装置を用いて塗布
した。塗膜を７０℃で１０分間熱風乾燥して、厚み１８μｍのフィルム状接着剤を形成さ
せた。
【００８８】
　表２に示す、ポリウレタン樹脂、ウレタンアクリレートは上述のとおり合成したもので
ある。フェノキシ樹脂は、ＰＫＨＣ（ユニオンカーバイト社製、商品名、平均分子量４５
０００）４０ｇをメチルエチルケトン６０ｇに溶解して調製した４０質量％溶液の形態で
用いた。アクリレート化合物は、シクロヘキシルアクリレート（商品名アリックスＣＨＡ
、東亞合成株式会社製）を用いた。チオール化合物Ａとして、ジペンタエリスリトールヘ
キサキス（３－メルカプトプロピオネート）（分子量７８３．０、チオール当量１３０．
５、純度９９％）、チオール化合物Ｂとして、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－
メルカプトブチレート）（分子量７９７．０、チオール当量１３２．８、純度９９％）、
チオール化合物Ｃとして、１，３，５－トリス（３－メルカプトブチルオキシエチル）－
１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン（分子量５６７．
７、チオール当量１８９．２、純度９９％）を用いた。リン酸エステルとして、２－メタ
クリロイルオキシエチルアシッドフォスフェート（商品名ライトエステルＰ－２Ｍ、共栄
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社化学株式会社製）を用いた。シランカップリング剤として、３－メタクリロキシプロピ
ルトリメトキシシラン（商品名ＫＢＭ－５０３、信越化学工業株式会社製）を用いた。ラ
ジカル重合開始剤として、ラウロイルパーオキサイド（商品名パーロイルＬ、日油株式会
社製、分子量３９８．６）を用いた。無機微粒子として、シリカ粒子（商品名Ｒ１０４、
日本アエロジル株式会社製）１０ｇをトルエン４５ｇ及び酢酸エチル４５ｇの混合溶媒に
分散させて調製した１０質量％の分散液を調製し、これを塗工液中に配合した。
【００８９】
【表２】

【００９０】
＜接続体の作製＞
　上記フィルム状接着剤を回路接続材料として用い、ライン幅７５μｍ、ピッチ１５０μ
ｍ及び厚さ１８μｍの銅回路を２２００本有するフレキシブル回路版（ＦＰＣ）と、ガラ
ス基板及びガラス基板上に形成された厚さ０．２μｍの酸化インジウム（ＩＴＯ）の薄層
を有するＩＴＯ基板（厚さ１．１ｍｍ、表面抵抗２０Ω／□）とを接続した。接続は、熱
圧着装置（加熱方式：コンスタントヒート型、東レエンジニアリング株式会社製）を用い
、１３０℃、３ＭＰａで５秒間の加熱及び加圧により行った。これにより、幅１．５ｍｍ
にわたりＦＰＣとＩＴＯ基板とがフィルム状接着剤の硬化物により接続された接続体を作
製した。
【００９１】
＜接続抵抗、接着強度の測定＞
　得られた接続体の隣接回路間の抵抗値（接続抵抗）を、マルチメーターで測定した。抵
抗値は、隣接回路間の抵抗３７点の平均で示した。また、この接続体の接着力を、ＪＩＳ
－Ｚ０２３７に準じて９０度剥離法で測定した。接着強度の測定装置として、テンシロン
ＵＴＭ－４（東洋ボールドウィン株式会社製、商品名、剥離強度５０ｍｍ／ｍｉｎ、２５
℃）を使用した。接続抵抗及び接着力強度は、接続直後、８５℃、８５％ＲＨの恒温恒湿
槽中に２５０時間保持後、及び４０℃で３日間処理後の接続体について測定した。接続体
の評価結果を表３に示す。
【００９２】
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【００９３】
　各実施例のフィルム状接着剤によれば、低温且つ短時間の効果条件によって、接続直後
及び高温高湿試験後のいずれの場合も、良好な接続抵抗（５Ω以下）及び接着強度（８Ｎ
／ｃｍ以上）を示すことが確認された。これらに対し、チオール化合物を含有しない比較
例１では接続抵抗が高くなり、接着力が低くなる傾向が見られた。また、チオール化合物
を含まずに過酸化物を増やした比較例２では、ポットライフ処理前は良好な特性が得られ
たものの、４０℃３日間処理後に抵抗値が高くなり、接着力が低くなる傾向がみられた。
また、分子内にチオール基を６個以上有さないチオール化合物を用いた比較例３では、接
続抵抗が高くなり、接着力が低くなる傾向がみられた。
【産業上の利用可能性】
【００９４】
　本発明によれば、ラジカル硬化型接着剤において、従来よりも低温且つ短時間の接続条
件でも十分な接続信頼性を維持することが可能な接着剤組成物、及びこの接着剤組成物を
用いた接続体を提供することができる。
【符号の説明】
【００９５】
　１…接続体、５…絶縁性接着剤層、７…導電性粒子、８…支持体、１０…接続部材、１
１…絶縁層、２０…第一の回路部材、２１…第一の回路基板、２１ａ…主面、２２…第一
の回路電極、３０…第二の回路部材、３１…第二の回路基板、３１ａ…主面、３２…第二
の回路電極、４０…フィルム状接着剤、１００…積層フィルム。
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